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平成 24 年 10 月 1 日 ～ 平成 25 年 3 月 31 日 
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平成 24 年 11 月 21 日付けの知事専決により、第 46回衆議院議員総選挙関係の予算の補正を行い

ました。 
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職員費については、職員数の削減等に伴う減額整理を行い、公共投資については、国の経済危機

対応・地域活性化予備費を活用するなど積極的に事業量を確保したほか、小松・台北便デイリー化

への対応など、この時期に対応しておかなければ時機を逸するものについて、補正を行いました。 

また、歳入面では、職員費の減額に伴い財政調整基金の取り崩しを 5億円取り止めることとしま

した。 

○ 職員数削減等に伴う職員費の減 

○ 公共投資の追加（道路・河川の整備、通学路の安全対策、農林水産生産基盤の整備など） 

○ 小松・台北便デイリー化に対応した利用促進（キャンペーンの実施など） 

○ 金沢港大型クルーズ船入港に対応した大浜岸壁の機能強化 

○ 能登有料道路無料化に向けた準備（案内標識変更、料金所撤去など）  

○ 世界農業遺産国際会議の開催準備  

○ 公共工事の通年施工対策（ゼロ県債、繰越明許費の早期設定）    
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国の大型補正予算に対応する第 1 次 3 月補正予算については、平成 25 年度実質当初予算として

平成 25 年度当初予算と一体的に編成しました。 
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県税

19.9%

諸収入

7.8%

繰入金 2.9%

地方交付税

23.0%

県債

22.6%

自主財源

36.6%

依存財源

63.4%

一般会計

最終予算
5,911億円

分担金及び負担金 0.9％
使用料及び手数料 0.8％

財 産 収 入 0.2％

繰 越 金 0.1％
寄 附 金 0.0％

地方譲与税 2.9％
地方特例交付金 0.1％

交通安全対策特別交付金

0.1％

地方交付税

23.0%

県税

19.9%県債

22.6%

一般財源

49.9%

特定財源

50.1%

一般会計

最終予算
5,911億円

分担金及び負担金 0.9％

使用料及び手数料 0.8％

財 産 収 入 0.2％
寄 附 金 0.0％

地方譲与税 2.9％

地方特例交付金 0.1％

交通安全対策特別交付金 0.1％
繰 越 金 0.1％

繰 入 金 2.9％

地方消費税清算金 3.9％

国庫支出金
14.8％

地方消費税清算金 3.9％

国庫支出金
14.8％

諸収入
7.8％

＜最終予算の状況＞ 
 △印減(単位：百万円、％）

平成23年度

H24.10.2 下半期 最終予算額 最終予算額 （Ａ)-(Ｂ)

現在予算額 補正額 （Ａ） （Ｂ） (Ｂ)

(注）　借換債充当公債費及び公債管理特別会計を除いたものです。

35,713

平 成 24 年 度 増　　減

額（Ａ)-(Ｂ) 率
区　分

一般会計

特別会計

事業会計

591,380

618,529 52,882 671,411

△ 0.0

76.5

合　計

535,338 55,776 591,114

47,478 25,771

36,101

653,252

△ 898 34,815

△ 1,996 45,482

△ 3.6

2.8

△ 266

19,711

△ 1,286

18,159

 
 
 
歳入最終予算（一般会計）の状況 
 

＜自主財源・依存財源別内訳＞        ＜一般財源・特定財源別内訳＞ 
                           

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）端数処理のため、内訳が合計に一致しない場合があります。 
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(単位：百万円）

12月補正 3月補正

68,498 1,599 66,899 62,866

一 般 公 共 事 業 60,333 899 59,434 55,601

国庫補助建設事業 2,651 2,651 2,577

一 般 単 独 事 業 4,683 700 3,983 3,963

災 害 復 旧 事 業 713 713 632

受 託 事 業 78 78 53

一 般 行 政 経 費 40 40 40

423 423 423

68,921 1,599 67,322 63,289

27,214 1,650 25,564 21,978

(注) 表は端数処理のため、内訳が合計に一致しない場合があります。

繰越明許費 繰越額
計上時期

会 計 区 分

平 成 23 年 度

合 計

特 別 会 計

一 般 会 計
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   ○ 地方道改築事業 

   ○ 広域河川改修事業 

   ○ 道路災害防除事業 

   ○ 雪寒地域道路事業 

   ○ 北陸新幹線建設事業 

 

 

 
○ 平成 24年度は、一般会計と特別会計を合わせ、632 億円余を平成 25年度へ繰り越しました。 

 繰越額の大幅増については、国の補正予算に対応する第 1 次 3 月補正予算において追加計上した

公共投資の大部分が繰越しとなったことによるものです。 

 
 
 
 






